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山　藤　竜太郎
1 ．はじめに
1-1．本稿の目的
　本稿の目的は，日本企業の外国進出について分析するための基礎的研
究として，『海外進出企業総覧』を活用した先行研究を整理することと，
その最新版である東洋経済新報社［2013.4］に掲載されているデータを
整理することの 2 点である。
　『海外進出企業総覧』は1997年版が1997年 3 月に刊行されて以来，毎
年「国別編」と「会社別編」が発行されている。「国別編」は例年 3 月
から 5 月に発行され，「会社別編」は例年 5 月から 6 月に発行されている。
「国別編」と「会社別編」のいずれも，東洋経済新報社が質問票調査お
よび電話取材，有価証券報告書，プレスリリースなどを通じて収集した
独自データが掲載されている。
1-2．資料の確認
　東洋経済新報社［2013.4］の調査方法は，「国内の上場企業・未上場
企業6,363社（海外現地法人・支店のない1,681社を含む）へのアンケー
ト調査（第42回）を実施（原則2012年10月現在）。回収率は約53%。現
地法人の出資企業がいずれも未回答の場合は前年版データを掲載した
が，プレスリリース，有価証券報告書，電話取材などからできる限り定
期的に情報を補足・更新している。また同一の現地法人について複数の
親会社からの回答に齟齬があれば，編集部が総合的に判断の上，編集し
ている」（東洋経済新報社［2013.4:	6］）となっている。
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　その結果，東洋経済新報社［2013.4］に掲載されているのは，経済現
地法人総数は25,204社，支店・駐在員事務所総数3,375カ所，日本側出
資企業総数は4,510社（うち上場企業1,948社，未上場企業2,562社）である。
1-3．構成
　本稿は全 4 節で構成されている。第 1 節では，本稿の目的を説明した
上で，本稿が依拠する資料の確認を行い，本稿の構成を示す。第 2 節では，
経済学および経営学，地理学など様々な視点から分析されている先行研
究を紹介する。第 3 節では，東洋経済新報社［2013.4］に掲載されてい
るデータを確認する。第 4 節では，結論と今後の展望について示す。
2 ．先行研究
　『海外進出企業総覧』を活用した先行研究は数多く存在する。主に経
済学の視点から産業構造や雇用などの実証分析を行っている研究は，服
部［2006.12;	2007.12］，宮川［2003.10］，西山［2012.6］である。
　一方で，主に経営学の視点から企業戦略や企業組織の分析を行って
いる研究は，水戸［2012.3;	2013.3］，佐藤［2007.10;	2008:10;	2010.10;	
2011.10］，米田［2008.2］	である。
　経営学と関連する分析を行っている研究は，菊池［2006.3;	2007.3］
と貴家［2006.3;	2007.3］である。菊池［2006.3;	2007.3］は地理学の視
点から企業立地の分析を行っており，先述した佐藤［2007.10;	2008.10;	
2010.10;	2011.10］も企業立地に注目している。一方で，貴家［2006.3;	
2007.3］は国際的生産ネットワークに注目しながら，東アジアの地域統
合の分析を行っている。
2-1．経済学分野の先行研究
　服部［2006.12］は日系企業の異文化マネジメント戦略について，ア
ジア地域における「人材の現地化」とグローバル企業の取り組みに注目
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しながら，計量モデルに基づいた実証分析を行っている。その計量分析
から，「進出先国における失業率の高まり，現地従業員数の増加は，日
本人派遣者の比率を低下させる」（服部［2006.12:	44］）という結論を導
いている。
　服部淳［2007.12］は産業の空洞化と国内回帰について，日本の製造
業に注目しながら，計量モデルに基づいた実証分析を行っている。その
計量分析から，「製造業において「空洞化」が生じたとは断言できず，
むしろ2000	年以降に技術革新や労働生産性の向上，そして様々な諸要
因に後押しされた結果として「国内回帰」が生じ，回帰先の地域におい
てフラグメンテーションやアグロメレーションによる新しい生産体制が
構築されてきた」（服部［2007.12:	140］）という結論を導いている。
　宮川［2003.10］は日本と中国の産業構造および貿易構造の現状につ
いて，Leontief［1966］のスカイライン分析の手法に基づいて日本と中
国の産業構造の現状を明らかにした上で，『海外進出企業総覧』に基づ
いて日本企業の外国進出の現状を分析している。日本企業の中国進出に
ついては，宮川［2003.10:	268-269］は「日本経済に対する空洞化効果も，
他の地域への進出に比較して大きいものである」と主張する一方で，「今
後，中国市場での現地販売が急激に増加することになれば，日本にとっ
ては，かえって輸出を増加させるプラスの効果となる」と主張している。
　西山［2012.6］は米国製造業の雇用創出について，企業レベルデータ
による実証分析をしている。その結果，西山［2012.6:	15-16］は「いま
だ本格的に力強さを取り戻せていない米国経済，特に製造業の現状を概
観し，その根源的な原因が当部門の空洞化にあること」を示した上で，「日
本企業のケースでは，雇用規模が大きく，研究開発水準の高い企業ほど
対米進出を行う確率が高いということ」を明らかにした。
2-2．経営学分野の先行研究
　主に経営学の視点から企業戦略や企業組織の分析を行っている
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研 究 は， 水 戸［2012.3;	2013.3］， 佐 藤［2007.10;	2008.10;	2010.10;	
2011.10］，米田［2008.2］である。
　水戸［2012.3］は「海外孫会社」の特徴について，特にベトナムおよ
びフィリピン，インドに注目して分析している。その結果，水戸［2012.3:	
23］は「（ベトナムおよびフィリピン，インドの：筆者注）「海外孫会社」
に出資した企業としては，シンガポール「海外子会社」の多いこと，各
国においてほぼ同じ時期に，「海外孫会社」が設立されていたわけでは
ないこと，各国における「海外孫会社」事業目的の相違など」を明らか
にした。
　水戸［2013.3］はヨーロッパにおける日系「海外孫会社」の特徴につ
いて，イギリス，ドイツ，オランダ，フランスに注目して分析している。
その結果，水戸［2013.3:	14］は「「海外子会社」と「海外孫会社」とに
おける相違の程度は大きなものではないことから，「海外孫会社」は特
別な存在ではないことである。このことから，「海外孫会社」の分析で
あっても，「海外子会社」と区別することなく分析を行なっても，問題
ないことを明らかに」した。
　佐藤［2007.10］は中国都市部におけるファッション産業について，
上海市を中心とする実態調査を通じて分析している。その結果，佐藤
［2007.10:	43］は，「日本企業との直接取引が無く，日本では知られてい
ない現地のアパレル企業でも，工場や生産設備，生産方法の面でかなり
の力を持ち，中国国内では有名な大企業は存在している」ことを明らか
にしている。
　佐藤［2008.10］は日本から中国への直接投資と上場・非上場会社の
立地に関について，繊維・アパレル企業の立地と上海市に注目して分析
している。その結果，佐藤［2008.10:	28］は「日本から中国への直接投
資は，累計件数累計金額ともに製造業が非製造業を大きく上回っており，
業種別では件数で繊維が，金額では電機が最も多く」，「上海市は中国国
内で日本企業の立地が最も集中する都市であると同時に，日本の繊維・
日本企業の外国進出に関する一考察―アジア地域の生産ネットワークに注目して―
287
アパレル企業にとっても最も重要な都市となっている」ことを明らかに
している。
　佐藤は［2010.10］は日本の繊維・アパレル多国籍企業のタイへの立
地行動の分析について，タイワコールへの実態調査を通じて分析してい
る。その結果，佐藤［2010.10:	51］は「タイにおける日本の繊維・アパ
レル企業の立地は，1960年代半ばからバンコク首都圏を中心に行なわれ
始め，1980年代末からは中部，東部，北部へと拡大したが，首都圏以外
への立地は僅かであり，バンコク首都圏からの外延的拡大にとどまって
いる」と明らかにしている。
　佐藤［2011.10］は日本企業の生産連鎖の中国立地について，繊維・
アパレル生産連鎖の地理的配置と製造企業・商業企業の機能変化に注目
して分析している。その結果，佐藤［2011.10:	39］は「生産連鎖のグロ
ーバル化や地理的配列について，日本の繊維・アパレル産業の中国にお
ける展開は，製品面では，衣服・AP（アパレル：筆者注）製品が中心
ではあるが，糸，布，副資材のラインを軸としてかなり出来ており，機
能面では，製造と販売の機能が中心に作られている」と主張している。
　米田［2008.2］は日本自動車産業の対北米現地生産について，トヨタ
の対米進出とサプライヤーの対米進出に注目して分析している。その結
果，米田［2008.2:	105］は「トヨタの現地生産の拡張とともに（サプラ
イヤーの：筆者注）子会社数も増えている」と主張している。
2-3．その他の先行研究
　経営学と関連する分析を行っている研究は，菊池［2006.3;	2007.3］
と貴家［2006.3;	2007.3］である。菊池［2006.3;	2007.3］は地理学の視
点から企業立地の分析を行っており，先述した佐藤［2007.10;	2008.10;	
2010.10;	2011.10］も企業立地に注目している。一方で，貴家［2006.3;	
2007.3］は国際的生産ネットワークに注目しながら，東アジアの地域統
合の分析を行っている。
横浜市立大学論叢社会科学系列　2014：Vol.65　№ 1・2・3
288
　菊池［2006.3］はドイツにおける日系企業の立地展開について，1990
年の統一後の動向に注目して分析している。その結果，菊池［2006.3:	
112］は「ドイツにおける日系企業の立地展開は，1990年代前半以降も，
欧州地域における地域的位置付けを大きく変化させていない。ドイツは，
EU 諸国の中でほぼ中央に位置する。旧東ドイツ地域や東欧諸国などへ
の販路拡大といった進出理由は，増加しているものの，依然としてイギ
リスの立地件数に迫るには至っていない。すなわち，有利な地理的条件
は，ドイツへの立地件数の急増にむすびついていると必ずしも断定でき
ない」と主張している。
　菊池［2007.3］は，ドイツにおける日系企業の地域的分布と立地特性
について分析している。その結果，菊池［2007.3:	66］は「州別におけ
る日系企業の立地件数では，1994年から2004年までに北部側に位置す
る州ではその数を減少させ，南部側に位置する州では増加させた。また，
日系企業の立地する都市数でも，南部側に位置する州では，同じように
増加を示した。都市数全体でみると，1994年から2004年にかけて増加
となり，より多くの都市に日系企業の立地がすすんでいると解釈できる。
また，旧東ドイツ地域への立地件数は，Berlin で若干の増加をしたもの
の，その他では微増であった」と主張している。
　貴家［2006.3］は東アジアにおける事実上の地域経済統合の形成過程
について，産業集積と国際的生産ネットワークの形成に注目しながら分
析している。その結果，貴家［2006.3:	176］は「東アジアで進行する国
際的生産ネットワークの展開は，グローバル競争の下，東アジアの統合
が「国民経済」間の統合で起きているのではなく，域内の異なる生産要
素を基にした工程間分業のミクロレベルの統合として発展してきた」と
主張している。
　貴家［2007.3］は東アジアの地域形成について，競合する地域化と地
域主義に注目して分析している。その結果，貴家［2007.3:	223-224］は「東
アジアの地域化は「国民経済」間の統合で起きているのではなく，域内
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の異なる生産要素を基にした工程間分業のミクロレベルの統合として発
展してきた」と主張している。
3 ．データの確認
　本節では，東洋経済新報社［2013.4］に掲載されているデータを確認
する。特に「集計・資料編」に基づいて，現地法人数および製造業・非
製造業，撤退・被合併について明らかにする。
3-1．現地法人数
　図 1 から明らかなことは，全世界の地域別にみた現地法人数において，
アジアが15,582法人（構成比61.8%）と圧倒的な割合を占めていること
である。次いで，ヨーロッパの3,827法人（同15.2%），北米の3,679法人
（同14.6%）が並び，アジアとヨーロッパ，北米で 9 割以上を占めている。
これは日本企業の特徴であるとともに，Rugman	［2000］が triad と指摘
する，欧米アジアの 3 極体制の中に日本企業も組み込まれていることを
示している。
図 1 　全世界の地域別にみた現地法人数（2012年10月現在）
資料：東洋経済新報社［2013.4］
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　日本企業は欧米アジアの 3 極の中でも，特にアジア地域への進出の割
合が多いため，アジアの国・地域別にみた現地法人数を図 2 に示した。
図 2 から明らかなことは，中国が6,091法人（構成比39.1%）と 4 割近く
を占め，タイが1,853法人（同11.9%），香港が1,220法人（同7.8%），シ
ンガポールが1,111法人（同7.1%）と続いている。中国と香港を合計す
るとアジアにおける現地法人数の半数近くを占めることになる。
図 2 　アジアの国・地域別にみた現地法人数（2012年10月現在）
資料：東洋経済新報社［2013.4］
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3-2．製造業・非製造業
　次いで，図 3 で全世界の地域別にみた製造業・非製造業現地法人数を
確認すると，全世界での製造業の現地法人数の構成比は40.8% であり，
唯一，アジア地域だけが全世界の平均値を超えて48.4% と製造業が半数
に迫る。換言すれば，アジア地域が「世界の工場」として多数の製造業
の現地法人を抱える一方で，その他の地域では卸売などの非製造業が 7
～ 8 割を占めている。
図 3 　全世界の地域別にみた製造業・非製造業現地法人数（2012年10月現在）
資料：東洋経済新報社［2013.4］
　そこで「世界の工場」について，図 4 でアジアの国・地域別にみた製
造業・非製造業現地法人数を確認すると，ベトナム（製造業比率60.9%）
とインドネシア（同60.9%）が最も高く，中国（同57.1%）は製造業比率
が高いだけでなく，製造業現地法人数が3,480法人と最大である。
　一方で，香港（同17.6%）とシンガポール（同17.9%）を除くと，アジ
ア地域の現地法人は 4 ～ 6 割が製造業であり，必ずしも中国だけが「世
界の工場」として機能しているのではなく，アジア地域全体が「世界の
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工場」として機能していることがわかる。
図 4 　アジアの国・地域別にみた製造業・非製造業現地法人数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2012年10月現在）
資料：東洋経済新報社［2013.4］
3-3．撤退・被合併
　図 5 で全世界の地域別にみた撤退・被合併現地法人数を確認すると，
アジアが5,344法人（構成比41.0%）と絶対数では最大である。しかし，
現地法人総数との比較で考えると，北米の3,528法人（同27.1%）とヨー
ロッパの2,559法人（同19.6%）の割合が比較的高いと言える。つまり，
北米とヨーロッパの現地法人は撤退や被合併によって整理される段階に
入っているということを示している。
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図 5 　全世界の地域別にみた撤退・被合併現地法人数（2012年10月現在）
資料：東洋経済新報社［2013.4］
　最後に，図 6 でアジアの国・地域別にみた撤退・被合併現地法人数を
確認すると，中国が1,362法人（25.5%）と絶対数では最大である。しか
し，現地法人総数との比較で考えると，香港の807法人（同15.1%）とシ
ンガポールの727法人（同13.6%）の割合が比較的高いと言える。つまり，
全世界で北米とヨーロッパが整理されているように，香港やシンガポー
ルの現地法人は撤退や被合併によって整理される段階に入っているとい
うことを示している。
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図 6 　アジアの国・地域別にみた撤退・被合併現地法人数（2012年10月現在）
資料：東洋経済新報社［2013.4］
4 ．おわりに
4-1．結論
　『海外進出企業総覧』を活用した先行研究では，経済学分野における
実証的な研究だけでなく，経営学分野においてインタビュー調査など定
性調査と組み合わせた研究や，地理学や政治学など経営学と隣接領域と
の融合的な研究が行われていることが確認できた。
　実際に東洋経済新報社［2013.4］のデータを確認すると，日本企業の
外国進出については，アジア地域が 6 割を超え，その中でも中国と香港
の合計が約半分を占めている。しかし，中国だけが「世界の工場」とし
て機能しているのではなく，ベトナムやインドネシアなど東南アジア諸
国も含めて，製造業の現地法人が幅広く存在していることが明らかにな
った。また，北米やヨーロッパ，アジア内では香港やシンガポールでの
現地法人の撤退・被合併による整理が行われている一方で，新興国への
外国進出が進展していることも明らかになった。
日本企業の外国進出に関する一考察―アジア地域の生産ネットワークに注目して―
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4-2．今後の展望
　『海外進出企業総覧』を活用した先行研究を参考にしつつ，アジア地
域の生産ネットワーク（生産の国際分業）について，中国を中心とし
つつも東南アジアから南アジアの新興国まで含めた分析が必要である。
本稿において東洋経済新報社［2013.4］のデータを整理したことから，
上記のような洞察を得ることが可能になった。今後は東洋経済新報社
［2013.4］に依拠しつつ，インタビュー調査などの定性調査も組み合わ
せた研究を推進したい。
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